
 

 

 

 

財務諸表に対する注記 

 

 

 

１．重要な会計方針 

 

（１） 公益法人会計基準について 

当法人は、公益法人会計基準（平成 20年 4月 11日 、平成 21年 10月 16日 改正内閣府公

益認定等委員会）を採用している。 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は低価法で行い、評価方法は総平均法によっている。 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

定額法によっている。  

（４） 引当金の計上基準 

・役員退職慰労引当金・・・内規に基づく期末要支給額を計上している。 

・退職給付引当金・・・職員の期末自己都合要支給額の 100％を計上している。 

・賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため､当期に帰属する期間の支給見込み額

を計上している。 

（５） リース取引の処理方法 

リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理により行っている。 

（６） 消費税の会計処理 

消費税は税抜処理している。 

 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。  

 

（単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

基本金特定資産 

 

8,100,000 0 0 

 

8,100,000 

小   計 8,100,000 0 0 8,100,000 

特定資産     

役員退職慰労引当資産 100,000 0 0 100,000 

 退職給付引当資産 128,056,020 6,317,880 48,378,840 85,995,060 

 流通整備基金積立金特定資産 90,000,000 0 0 90,000,000 

価格調整積立金特定資産 20,000,000 0 0 20,000,000 

事務所施設改修改築資金 10,300,583 185 0 10,300,768 

小   計 248,456,603 6,318,065 48,378,840 206,395,828 

合   計 256,556,603 6,318,065 48,378,840 214,495,828 



 

 

 

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。  

                                   

（単位：円） 

 

 

 

 

当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基本財産 

基本金特定資産 

 

8,100,000 （8,100,000） ― ― 

小   計 8,100,000 （8,100,000） ― ― 

特定資産     

 役員退職慰労引当資産 100,000 ― ― （100,000） 

 退職給付引当資産 85,995,060 ― ― （85,995,060） 

流通整備基金積立金特定資産 90,000,000 ― （90,000,000） ― 

価格調整積立金特定資産 20,000,000 ― （20,000,000） ― 

事務所施設改修改築資金 10,300,768 ― （10,300,768） ― 

小   計 206,395,828 ― （120,300,768） （86,095,060） 

合   計 214,495,828 （8,100,000） （120,300,768） （86,095,060） 

 

 

 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

  土 地 393,514,500 ― 393,514,500 

建 物 289,216,832 237,040,456 52,176,376 

建物附属設備 78,963,063 59,406,470 19,556,593 

構 築 物 62,182,852 58,946,666 3,236,186 

機 械 装 置 58,171,685 45,909,174 12,262,511 

車 両 運 搬 具 113,104,704 92,454,980 20,649,724 

器 具 備 品 31,033,406 27,629,936 3,403,470 

ソ フ ト ウ エ ア 36,205,018 35,675,980 529,038 

水道施設負担金 119,000 66,818 52,182 

投資有価証券 50,000,000 ― 50,000,000 

合  計 1,112,511,060 557,130,480 555,380,580 

 



 

 

 

 

附属明細書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

  財務諸表の注記に記載したため省略した。 

２．引当金の明細 

（単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞 与 引 当 金 1,554,000 1,587,000 1,554,000 0 1,587,000 

役員退職慰労引当金 100,000 0 0 0 100,000 

退職給付引当金 128,056,020 6,317,880 48,378,840 0 85,995,060 

 


